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論 文 内 容 の 要 旨
本論文は,台 湾における女性 の職業再教育の政策とニーズとの対応関係 を,政 策 の史的検:討,
職業再教育ニーズに関す るアンケー ト調査並びに 日本 との並置比較による分析 を通 して,台 湾 の
女性職業再教育の実践的政策課題 について論 じたものである。
台湾は現在,女 性施策 を専管する機構がなく,女 性施策の改善に関する国内行動計画が策定 さ
れてお らず,女 性関連施策の方針及び実施成果が不明確である。従来女性の職業能力開発 につい
ては,国 が経済発展政策及び労働力の需要調節にのみ徹 した結果,女 性 自身の学習要請は軽視 さ
れてきた。近年,産 業構造の変化をはじめ,労 働力の女性化,女 性の職業意識の高 ま りに伴 って,
女性個人の経済的 自立やキャリア形成及び社会的地位の向上等 に繋がる女性職業再教育の改善を
どの様 に図って行 くかが政策課題 となってきている。
90年代以降 台湾 における成人教育の研究は増加 しているが,女 性職業再教育をジェンダーの
視点か ら分析す る実証研究は遅れている。その理由として,政 府による女性施策の形成過程が不
明確であり,か つ女性の多様な学習ニーズの把握が困難であるか らと捉え られる。本論文は,女
性職業再教育施策に関す る史的考察に加え,女 性が求める就職再教育ニーズに関するア ンケー ト
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調査 を実施 し,さ らに以前か ら台湾が深い影響を受け,よ り長い女性施策の実施経験をもつ 日本
との比較 を通 して,客 観的に台湾の政策面の特徴を明 らかにし,ま たニーズに対応する教育施策
の実践課題を究明するものである。
本論は3部7章 で構成され,そ の概要は以下 の通 りである。
第1部 は,台 湾 における女性教育施策の歴史的な沿革及び実施形態を探 り,職 業再教育関連施
策の推進経緯及び技能習得 と関わる公共職業訓練の実態を分析 している。具体的 には,女 性の職
業再教育 と深 く関わる教育部(日 本の文部省に対応す る)と 労工委員会(日 本の労働省に対応す
る)の2つ の中央行政機関を対象に,そ の関係法令及び施策の内容を検討す る。次に 「女性の職
業意識及び職業訓練ニーズに関す るアンケー ト調査」 を台湾の都市部の成人女性(1300人)を 対
象に実施する。主な質問項 目は,属 性(年 齢,学 歴 婚姻),職 業意識(理 想のキ ャリア形態,
仕事への抱負,仕 事を中断 した理 由),公 共職業訓練 の受講意志(受 講意欲,希 望す る学習内容
と課程,希 望する職業訓練形態)並 びに公的支援への期待等についてである。第2部 は,第1部
で分析 した台湾 の考察内容を,日 本において分析 し,文 部省,労 働省,総 理府 の女性政策 と女性
職業再教育ニーズ をそれぞれ明 らかに している。第3部 は,第1部 と第2部 での分析結果 をもと
に台湾 と日本の並置比較を通 して,日 本 とは異なる台湾における政策面 とニーズ面の特徴 を解 明
し,最 後に結論 において政策 とニーズの対応課題 を提起 している。
こうした分析 をもとに以下 の結論を導いている。
第1に,台 湾 における政策面の特徴は,日 本 との比較を通 して次の3点 に整理できる。①女性
職業再教育 の実施主体は 日本 と同様に,労 工委員会の公共職業訓練が中心であ り,教 育部 による
社会教育の実施が遅れている。②女性 のニーズに対応する行政組織及び関係法令 の整備が 日本よ
り遅れているが,教 育形態及び教育内容は両国で類似 してお り,そ の充足度 に大 きな差異が見 ら
れない。③女性政策の対応方針は,日 本における男女共同参画政策及び両立支援措置の重点施策
と異なって,成 人教育施設の整備 をはじめ,女 性施策 の関連行政機構 の構築並び に男女雇用均等
関係の法的整備がよ り緊急の課題 となっている。
第2に,台 湾 におけるニーズ面の特徴 は,次 の5点 に要約される。
①女性の 「継続型就労志向」及び 「管理職志 向」が極めて強 く,職 業キ ャリア形成の重視傾向が
日本よ り際立っている。② 「資格取得」及び 「就職問題」で 日本よ り強 い不安を抱いている。③
「受講 したい科 目がない」 と 「場所が遠い」が,受 講 したくないの理由として挙げ られている。
④ 「条件があえば受講す る」 といた受講意欲 が強 く,育 児 ・介護休業制度の利用意欲 も高 くなっ
てお り,公 的支援への希望が 日本よ り遥かに大きい。⑤女性の職業訓練ニーズは,「年齢」 「学歴」
「婚姻状態」等 の個 人要因との関連が高 くなっている。
第3に,以 上より,台 湾における女性の職業再教育ニーズに対応する政策の実践課題は,次 の
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4点 に結論づけ られる。①教育施設の整備 を図ることである。社会教育施設及び職業訓練施設の
不足,あ るいは都市部への集中問題が深刻なため,設 置場所 の均等化 を図 り,地 方 における施設
の増設 を優先させること。②課程内容の高度化を図ることである。女性の強い職業キ ャリア形成
志向に応ず るために,資 格取得及び円滑な再就職 に結びつ く課程内容の充実が求め られている。
特 にパ ソコン関係職種の高い受講希望に応えるために,そ の訓練規模の拡大及び課程内容の高度
化 を図ること。③両立支援措置の強化である。女性は高い職業意識 と受講意欲 を持 っているが,
「両立が体力的 に困難」が離職 の原因 となった り,「時間的余裕がない」が受講 した くないの理由
となっているので,両 立支援措置の実施や育児 ・介護休業制度を整備すること。④支援サービス
内容の多様化 を図ることである。 「年齢」「学歴」「婚姻状態」等の要 因によって,女 性 の職業訓練
ニーズも異なるため,そ の相違 に配慮 しなが ら,よ り多様できめの細やかな支援サー ビス内容の
提供が必要 とされること。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1975年 の 「国際婦人年」,1981年 「女子差別撤廃条約」等 を通 じて,女 性 の権利の尊重及び女性の
社会 的地位の向上が重視 され,そ れに伴って,女 性の教育や能力開発 について国際機関が行動計
画の立案に関わるなど,女 性の職業再教育は国際的課題 として認識されてきている。他方,近 年
におけるサー ビス業の拡大,ME化 や情報化等の技術革新の進展 に伴 う産業構造の変化は,女 性
労働力への注 目,女性 の職業キャリア形成に配慮 した職業再教育の必要性を高めている。しか し女
性の職業キャリア形成には,出 産や育児等の家庭責任の遂行や社会的な性役割な ど男性 とは異な
る課題 を現実に抱えているゆえに,公 的支援や職業再教育に関する論究が不可欠 となるのである。
台湾 における女性の多 くは,個 人のキャリア形成や 自己表現 ・社会的地位の向上につながるた
めの職業再教育 を受ける機会 に必ず しも恵 まれて いない し,ま たそのための公的施策 も十分にな
されていない,し かもそのニーズが十分に把握されていな い状況 にある。論文提出者の課題意識
は,こ うした現実か ら喚起されている。
そ こで本論文は次の個別課題を設定することになる。台湾では女性施策 に関して国は如何なる
支援策 を講 じてきたのか。女性の求める職業再教育ニーズの特徴 と内実はどのような ものか。 ま
た政策は女性のニーズに対応 しているのか。女性 の研修 情報,交 流 調査研究の場 として設置
された 日本の国立婦人教育会館(現 在,国 立女性教育会館)は,台 湾 にお いて範型 とな らないか。
こうした課題 と逐一取 り組んでいった本論文は,次 の点で独創的で,高 く評価できる成果 をあ
げている。第1に 従来,断 片的に しか解明されて こなかった女性職業再教育 の課題 を,ま ず女性
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の職業施策 と深 く関るわ教育部(文 部省)と 労工委員会(労 働省)の 政策内容 の展開を公文書資料
の分析により歴史的 に裏付 け,次 に職業意識や職業訓練への受講意識 ・公的支援への要望等 のニ
ーズ面を 日本と台湾の成人女性へのアンケー ト調査で明 らかにし
,さ らに台湾の女性の職業施策
に影響力を与えている日本との比較 を通 して台湾の特徴 と課題を把握する,と いった三つの視点
を相互に関連づけなが ら女性職業再教育の政策課題 を解明 した ことである。なかでも台湾政府 に
おける政策立案関係の審議会,委 員会等の答 申,議 事録 調査報告書,さ らに白書な ど従来未公
開だった公的資料 を可能な限 り発掘収集 し,教 育部 と労工委員会の政策展開を解 明したことの価
値は高い。第2に これ らの分析結果 を踏 まえて,台 湾における女性の職業再教育ニーズ に対応す
る政策の優先的課題 を,教 育施設の整備,教 育課程 の高度化,育 児等 との両立支援措置の強化,
支援サー ビスの内容の多様化であると捉える結論の妥当性は,上 記の実証に裏付けられてお り,
説得力を持っている。 この結論は今後,政 策提言へ と展開する可能性を有す るものとして期待で
きる。
他方,本 論文には残 された課題 も指摘できる。
第1に,職 業ニーズに関するアンケー ト調査 において,調 査対象者が 日本 と台湾 とで必ず しも
一致 しない部分が あり
,比 較検討にやや難が見 られる ことである。台湾においては公共職業安定
所での求職者,公 共職業訓練セ ンター等での受講生,職 業再教育の希望者が多いと推定 され る小
学校の親か ら合計1005人 の有効サンプルを得たが,日 本 においては,公 共職業訓練機構の受講 生
で941人 を対象 としている。確か に両国のサ ンプルを同一条件 として比較することは困難な作業で
はあるが 受講意欲や希望 を比較す るに1よ 少な くとも台湾における小学校 の親のサンプル を除
外 して行 う必要があった。第2に,本 論文はジェンダーの視点に着 目するとしているが,そ のた
めには,特 定 の職場,職 種 職階,収 入の格葦な どがジェンダー によって不均等に構成 されてい
るといった具体的な視点を論述 の中心に据えた詳細な分析が必要であった。
本論文は,こ うした課題 を残 しているが,台 湾における女性の職業再教育政策 と職業ニーズ と
の関連及び政策課題 を,日 本 との比較に基づ く分析 によ り解明 し,教 育政策研究に新たな知見 を
加えた と評価する ことができる。
よって,本 論文 は博士(教 育学)の 学位論文 として合格 と認める。
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